
 

甲府市地域活性化施設整備費補助金交付要綱 

                                 令和２年４月１日 

ま ち 第 ５ 号 

（目的） 

第１ この要綱は、市内における空き家の解消を図るとともに、地域コミュニティの活性

化や子育て支援など地域の交流拠点として利活用する空き家の改修工事に要する費用に

ついて、予算の範囲内で甲府市地域活性化施設整備費補助金（以下「補助金」とい

う。）を交付することに関し、甲府市補助金等交付規則（昭和３８年１１月規則第５０

号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

 

 （定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 ⑴ 空き家 空家等対策の推進に関する特別措置法第２条第１項に定める空家等であっ

て、今後も使用される見込のない住宅又は戸建ての店舗、事務所をいう。 

 ⑵ 改修工事 空き家を地域活性化施設として使用するために行う、改修及び増改築、

耐震補強の工事をいう。  

 ⑶ 市内施工業者 市内に本社若しくは本店が存する法人又は市内に住所を有する個人

であって、改修工事に係る見積書、契約書及び領収書を市内の所在地又は住所で作成

することができるものをいう。 

 ⑷ 地域活動団体 自治会及び自治会内組織、その他の地域において自主的に公共的な

活動を行う、地域ごとに形成された団体をいう。 

 ⑸ 耐震補強工事 昭和５６年５月３１日以前の旧耐震基準で建築された空き家であっ

て、所要の耐震性能を確保することが必要と診断されたものを、その診断結果に基づ

いて改修するための工事をいう。 

   

（補助の対象となる空き家）  

第３ 補助の対象となる空き家（以下、「補助対象物件」という。）は、次の各号の要件

を全て満たすものとする。 

⑴ 国又は地方公共団体の他の制度による補助金の交付を受けていない又は受ける予定

のない建築物であること。 

⑵ 本制度による補助を受けたことがない建築物であること。 

 

（補助の対象とする事業）  

第４ 補助対象とする事業（以下、「補助対象事業」という。）は、地域の活性化を目的

として空き家を改修して、次の用途に活用する事業とする。ただし、会議や打ち合わせ

のみの使用とせず、行事や催し物など交流の場としても使用すること。 

⑴ 地域交流施設 

⑵ 子育て支援施設 

⑶ その他市長が認める用途 



 

２ 前項の規定に係らず、宗教活動、政治活動若しくは選挙活動、公益を害する恐れ又は

公序良俗に反する恐れのある活動の用途に活用するものであってはならない。 

３ 補助対象事業のうち、補助対象物件は現行の耐震基準に適合するもの又は当該助成に

よる改修工事等で現行の耐震基準に適合するものでなければならない。 

 

（補助の対象となる者）  

第５ 補助金の交付を受けることができる者（以下、「補助対象者」という。）は、次の

いずれかに該当する法人や団体、個人であること。 

⑴ 対象となる空き家の所有者（予定を含む） 

⑵ 対象となる空き家を賃借する者（予定を含む） 

２ 前項の規定に係らず、次に掲げる者は、補助対象者とすることができない。 

⑴ 甲府市税に滞納がある者 

⑵ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７条）第２条

第２号に規定する暴力団（以下、「暴力団」という。）及び同法第２条第６号に規定

する暴力団員（以下、「暴力団員」という。） 

⑶ 暴力団員が事業主又は役員となっている事業者 

⑷ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者 

⑸ 第４の２に記載のある活動を主な事業や活動としている者や事業者 

⑹ 前４号に掲げる者のほか、補助金の交付をすることが不適当であると市長が認める

者 

 

（補助要件） 

第６ 補助対象事業は、次の各号の要件を全て満たすものとする。 

⑴ 補助対象事業の実施後、改修後の建物については１０年以上、第４の１に記載のあ

る地域活性化に資する用途で活用すること。 

⑵ 補助対象事業を実施することについて、補助対象物件が存する自治会等に事前に説

明を行い同意を得ていること。 

 

（補助金の対象となる工事） 

第７ 補助金の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、補助対象事業を実

施するために補助対象物件について、市内施工業者が行う改修工事であること。 

２ 補助対象工事は、第１１の規定により補助金の交付の決定を受けた後に着手しなけれ

ばならない。 

 

（補助金の対象となる経費） 

第８ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象工

事に係る経費のうち、次の各号に掲げるものとする。 

⑴ 台所、浴室、洗面台又は便所の改修工事に要する経費 

 ⑵ 給排水、電気又はガス設備の改修工事に要する経費 

 ⑶ 屋根又は外壁等の外装の改修工事に要する経費 

 ⑷ 壁紙の張替え等の内装の改修工事に要する経費 



 

 ⑸ 増改築工事に要する経費 

 ⑹ 耐震補強工事に要する経費 

 ⑺ その他市長が認める工事に要する経費 

 

（補助金の額等） 

第９ 補助金の額は、補助対象経費に３分の２を乗じて得た額（その額に１万円未満の端

数があるときは、これを切り捨てた額）を補助金の額とし、２００万円を上限とする。

ただし、現行の耐震基準に適合する工事を行う場合は、耐震補強工事として１００万円

を上限に加算する。 

 

（交付申請） 

第１０ 補助金の交付を受けようとする者は、改修工事着手前に地域活性化施設整備費補

助金交付申請書（第１号様式）に、次の各号に掲げる書類を添えて、令和７年１２月 

 ２６日までに市長に提出しなければならない。 

⑴ 事業計画書 

⑵ 収支予算書 

⑶ 法人・団体概要書（補助申請者が個人である場合を除く） 

⑷ 誓約書（第２号様式） 

⑸ 建物及び土地の不動産登記全部事項証明書 

⑹ 工事見積書の写し（補助対象経費の内訳が明確に分るもの） 

⑺ 位置図、平面図 

⑻ 施工前写真 

⑼ 賃貸契約書の写し（当該空き家を賃借して活用する場合） 

⑽ 承諾書（第３号様式）（当該空き家を賃借している場合） 

⑾ 構造耐力上安全であることを示す書類（耐震基準に適合する工事を含めた改修工事

の場合は実績報告書提出時。昭和５６年６月１日以降に建築されたものを除く） 

⑿ 市税に滞納が無いことが確認できる書類（甲府市に納税義務がある場合） 

⒀ その他市長が必要と認める書類 

  

（交付決定及びその変更） 

第１１ 市長は、第１０の申請があったときは書類を審査し、補助金の交付の可否を決定

し、地域活性化施設整備費補助金交付（不交付）決定通知書（第４号様式）により申請

者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助金交付決定者」とい

う。）は、決定を受けた事業を変更し、又は中止しようとするときは、地域活性化施設

整備費補助金交付変更（中止）申請書（第５号様式）を市長に提出し、地域活性化施設

整備費補助金交付変更（中止）決定通知書（第６号様式）により決定を受けなければな

らない。 

３ 前項の規定により、補助金の返還が発生する場合は、要綱第１４第２項に準ずる。 

 

（補助金の実績報告及び額の確定） 



 

第１２ 補助金交付決定者は、補助対象工事が完了したときは、地域活性化施設整備費補

助金実績報告書（第７号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴ 改修工事に係る契約書又は注文請書及び内訳書の写し 

⑵ 施工業者の請求書及び領収書の写し（施工業者の印があるもの） 

⑶ 施工前の状況と対比可能な施行中及び施工完了後の写真 

⑷ 構造耐力上安全であることを示す書類（耐震基準に適合する工事を含めた改修工事

の場合） 

(5) その他市長が必要と認める書類（振込口座届出書等） 

２ 前項の実績報告書の提出は、補助対象工事の完了の日から起算して３０日を経過した

日又は補助金等の交付の決定の日の属する年度の３月１０日のいずれか早い日までに行

うものとする。 

３ 市長は、第１項の実績報告書を受理したときは、その内容を確認し、適当と認めたと

きは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金交付決定者に地域活性化施設整備費補助

金額確定通知書（第８号様式）により通知するものとする。 

 

（補助金の支払い） 

第１３ 市長は、第１２第３項の規定により確定した補助金を、口座振込の方法より速や

かに補助金交付決定者に支払うものとする。 

 

 （交付決定の取り消し・返還） 

第１４ 市長は、補助金交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付決定の全部又は一部を取り消し、地域活性化施設整備費補助金交付決定取消通知書

（第９号様式）により通知する。 

⑴ 第４、第５又は第６の規定する要件を満たさなくなったとき 

⑵ 当該補助金の交付決定があった年度の３月１０日までに工事が完了しないとき  

⑶ 補助対象工事を行った部分について著しい改修を行った場合 

⑷ 補助対象物件において地域活性化に資する事業を１０年以内に中止したとき 

⑸ 偽りその他不正な行為により交付決定を受けたとき 

 ⑹ その他法令又はこの要綱に違反したとき 

２ 市長は、第１１の３による変更においてや、前項の規定により交付決定を取り消した

場合において、変更や取消しに係る部分に関し既に補助金を支払っているときは、期限

を定めてその全部又は一部を返還させるものとする。 

 

（活動状況報告書の提出） 

第１５ 補助対象物件において地域活性化に資する事業を開始したもの（以下「地域活性 

化事業実施者」という。）は、補助対象工事が完了した年度の翌年度から起算して１０

年間は、毎年度末までに当該年度の地域活性化施設活動状況報告書（第１０号様式）を

提出しなければならない。 

２ 前項による活動状況報告書の内容の確認のため、市長は必要に応じて、地域活性化事

業実施者や関係者から必要書類の提出や聞き取り等の調査を行うものとする。 



 

 

（補助金交付の条件） 

第１６ 補助事業者は、補助対象事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により、この

補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額

が０円の場合を含む。）には、第１１号様式により速やかに市長に報告しなければなら

ない。 

２ 市長は、前項の規定による報告があったときは、既に交付した補助金のうち消費税等

仕入控除税額の全部または一部に相当する額について、その返還を命ずることができ

る。 

 

（その他） 

第１７ この要綱に定めるもののほか、本事業に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに補助金

の交付決定を受けた者に係るこの要綱の規定は、同日後においても、なおその効力を有

する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


